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研究要旨 

日本における HIV 感染拡大の対策に資する資料を得るため、国内ではこれまであまり積極的には行

われてこなかった、HIV 検査受検者への行動疫学調査（質問紙調査）と検査結果を関連づけて解析する

ことを検討した。2016 年度も、検査で HIV 陽性と判明した者の感染している HIV 遺伝子を解析し、遺

伝的に近い関係にある HIV に感染している者同士をリスクが共通している群と仮定し、各群のリスク

因子を解析することで特徴的なリスク因子を見出すことに加え、国内での大流行が懸念される梅毒抗体

陽性者のリスク因子について検討した。医療機関における HIV 検査受検者への質問紙調査では、2015
年から 2016 年にかけて 353 例の回答を得たが、その内 HIV 陽性者は 9 例、梅毒 Tp 抗体陽性者は 77
例であった。質問紙調査の結果、HIV 陽性群は陰性群よりも HIV 検査を過去３年間よりも以前に受検

した割合が高く、また過去 6 ヶ月間にアナルセックスを行った割合が高かった。 
  

Ａ.研究目的 

 日本国内における HIV 感染は、主として推計

で男性の成人人口の約 4％程度を占める性的マイ

ノリティであるゲイ・バイセクシャル男性の中で

MSM（男性と性交する男性）を中心に拡大してい

る（文献 1）。これまで、HIV 検査を受検する人を

対象とした行動疫学調査（質問紙調査）（文献 2）
や、インターネットを用いた調査（文献 3）等で、
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HIV 感染者の多くを占める MSM のリスク行動

はある程度明らかになってきている。しかしなが

ら、MSM のなかでも、特にどういったリスク行

動をとる人たちの間で HIV 感染が拡大している

かは、これまで国内では、行動疫学調査と検査結

果が関連づけられてこなかったため、真に明らか

になっているとは言いがたい。一方、海外では行

動疫学調査と検査結果を関連づけた研究は珍し

くない（文献 4、5） 
 本研究では、HIV 検査受検者に行動疫学調査を

行い、HIV 検査の結果が陽性である場合、HIV 遺

伝子の塩基配列の類似性を利用し、遺伝学的に近

縁な HIV に感染しているもの同士を共通したリ

スクを持つ群と仮定する。次に、各群に共通した

行動様式を行動疫学調査の結果から解析し、その

行動様式より HIV 感染に関して高い関連性を示

すリスク行動を検索する。こうして明らかとなる

HIV 感染に対して強く関連するリスク因子を感

染拡大の対策に資する資料とすることを目的と

する（図１）。今年度も、HIV に加え、国内で感染

が拡大している梅毒について検討した。 
 

Ｂ.研究方法 

1.受検者行動疫学調査 
 行動疫学調査の質問紙は、MSM 向け web アン

ケート調査の質問を参考に作成し、昨年修正した

もの（資料 1）を用いた。行動疫学調査は、2015
年 12 月から 2016 年の 2 月末日までの間と、2016
年 8 月 18 日から 9 月末日までの間に大阪府が実

施する MSM 向け HIV/STI 検査事業と、厚生労

働科学研究エイズ対策政策研究事業「急速な病期

進行あるいはセロネガティブ感染を伴う新型

HIV の国内感染拡大を検知可能なサーベイラン

スシステム開発研究」（研究代表者：川畑拓也）の

協力診療所において医師の協力を得て、HIV/STI
検査受検者を対象に実施した。行動疫学調査は、

同意が得られた者からのみ回答を得た。医師によ

り受検者と質問紙に共通の ID が付与され、検査

結果と調査の回答は、この ID により関連づけた。 
 

2.HIV の分子疫学解析 
 HIV 検査で陽性が確定した場合には、その陽性

者の HIV について分子疫学解析を行った。方法

としては、血清検体 140μl から QIAamp viral 
RNA mini kit (QIAGEN) を用いてウイルス

RNA を抽出し、RT-nested-PCR 法により HIV-1 
env-C2V3 領域（標準株HXB2 : 7050-7409 塩基）

を増幅した。目的とするサイズの DNA が増幅さ

れていることをアガロースゲル電気泳動により

確認した後、BigDye Terminator 法を用いたダイ

レクトシークエンスにより増幅産物の塩基配列

を決定した。塩基が混在しダイレクトシークエン

スでは解読困難なものについては TA クローニン

グを実施し、1 サンプルにつき 5〜8 クローンの

シークエンスを行なった。シークエンス解析には

ABI 3130 ジェネティックアナライザー（Applied 
Biosystems）を使用した。得られた HIV-1 env-
C2V3 領域の塩基配列をもとに MEGA5 を用いて

系統樹を作成し、サブタイプの決定および疫学的

解析を行なった。 
 本年度も陽性の例数が少ないことが予想され

たので、地域で 2009 年から 2016 年に検出され

た HIV を対照として、解析を行った。 
 
3.リスク因子の統合解析 
 密封された行動疫学調査の回答入り封筒を、各

診療所から回収し、大阪府立公衆衛生研究所にお

いて開封し、ID のチェック等行った。その後、昨

年度分の回答と共に、データ入力・解析委託先で

あるマイ.ビジネスサービスに送付し、データ入力

を行った。データ入力後、各回答の ID により検

査結果と照合し、HIV 陽性群と陰性群、および梅

毒 Tp 抗体陽性群と陰性群に分け、質問紙の回答

を各群間で比較・解析を行った。 
（倫理面への配慮） 
 本研究は大阪府立公衆衛生研究所運営審査会

倫理審査部会の承認を経て実施した（申請番号

1402-03-2）。また各種ガイドラインを遵守し、検

査受検者、HIV 陽性者の人権に最大限の配慮を行

った。 
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Ｃ.研究結果 

1.受検者行動疫学調査 
 2015 年冬期に協力診療所 11 ヶ所において

HIV/STI 検査受検者 206 名を対象に行動疫学調

査を実施し、201 名から同意を得て回答を回収し

た。HIV 検査で陽性が確定した者は 8 名であった

が、その内 7 名からアンケートを回収した。また

梅毒 Tp 抗体陽性は 43 名であったが、その内 42
名からアンケートを回収した。2016 年度は 9 月

末までに協力医療機関 11 ヶ所において HIV/STI
検査受検者162名を対象に行動疫学調査を実施し、

152 名から同意を得て回答を回収した。HIV 検査

で陽性が確定した者は 3 名であったが、その内 2
名からアンケートを回収した。また梅毒 Tp 抗体

陽性は 36 名であったが、その内 35 名からアンケ

ートを回収した。（図 2）。 
 
2.HIV の分子疫学解析 
 行動疫学調査の質問紙に回答し、かつ HIV 検

査で陽性が確定した 9 名の検体より HIV 遺伝子

を抽出し、この内、8 名が感染していた HIV につ

いて分子疫学解析が終了した（図 3）。2015 年冬

期に HIV 陽性だった 7 検体の内、6 つの HIV が

検出された（図 3 の●）。また、2016 年夏期に HIV
陽性だった 2 検体から検出された HIV は両方解

析可能であった（図 3 の○）。 
 今回解析できた 8 名から検出された HIV は、

すべて国内で主に流行している遺伝子型である

サブタイプ B であった。しかしながら、遺伝的に

は互いにかなり離れており、近縁な同一の群とは

言えなかった。対照として解析に加えた過去 8 年

間に大阪地域で検出された HIV の中には、今回

検出されたそれぞれの HIV と遺伝的に近い HIV
が多数みとめられた。 
 
3.リスク因子の統合解析 
 今年度、行動疫学調査回答中の HIV 陽性者か

ら得られた回答の数は 8 件と少なく、回答の遺伝

的近縁さによるグループ化は困難であった。   
 2015年冬期と2016年夏期の調査の回答をHIV

陽性群と HIV 陰性群に分け、解析を行った結果、

「HIV 検査受検経験」「過去 6 ヶ月間に経験があ

る行動」の 2 点で 2 群間の回答に有為な差が認め

られた（資料 2−1〜2−3）。 
 また、国内で感染が拡大している梅毒について、

感染リスクを評価するために梅毒 Tp 抗体陽性群

と陰性群に分け、解析を行った。その結果、今年

度は 2群間の回答に有為な差は認められなかった

（資料 3−1〜3−3）。 
 

Ｄ.考察 

 過去数年間に同一地域で検出された HIV を対

照とした分子疫学解析の結果から、数年程度デー

タを蓄積すれば、遺伝的に近縁な HIV に感染し

ている群を把握することができ、その群の行動疫

学調査の結果を解析することで、その群のリスク

因子を把握出来る可能性が示唆された。特に、現

在は把握出来ていない静注薬物使用時の注射針

の共有による感染拡大（アウトブレイク）が有っ

た場合に、把握出来る可能性もある。従って、本

手法は継続的に実施する意義が大きいと思われ

る。 
 今回、HIV 陽性群と陰性群で有為に差があった

行動疫学調査の回答を精査すると、「HIV 検査受

検経験」の質問に対する回答からは、HIV 陽性群

は陰性群よりも「過去 3 年間よりも前に」HIV 検

査を受けた人の割合が高く、最近検査を受けてい

なかった人から HIV 感染者が多く見つかった事

が明らかとなった。このことは、い、過去に保健

所等で HIV 検査を受検したが、その後検査から

足が遠ざかっている内に HIV に感染してしまっ

た人が、診療所における検査が受けやすかったこ

とから今回受検し、HIV 感染が判明した事を示し

ているかも知れない。 
 
Ｅ.結論 

 診療所における HIV 検査受検者を対象に、検

査結果を関連づける行動疫学調査を継続し、解析

対象となる HIV 陽性者の回答を増やした。HIV
陽性群と陰性群に分け、HIV 感染リスク行動と梅
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毒感染のリスクを評価した結果、HIV 感染におけ

るいくつかのリスク項目について HIV 陽性群と

陰性群で回答に差があることを明らかにした。国

内で感染が拡大している梅毒についても評価し

たが、今回は有為に差がある因子は認めなかった。 
 今後調査を継続し、また協力施設を増やすこと

で、遺伝的に近縁な HIV に感染している群を把

握することが出来ると考えられ、その群ごとに

HIV 陽性者の行動疫学調査回答を統合的に解析

する事で、HIV 感染に強く影響する更なるリスク

因子を明らかに出来ると考える。 
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